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１  改革の背景と課題 
日本の労働時間法制には、現在大きく 2 つの問題がある。 
  1.1  世界的課題―労働法の機能不全 
  1 つは、旧来の法の機能不全に起因するものである。 
そもそも近代的労働法は 19 世紀後半から 20 世紀にかけて、 当時の社会的原動
力であった「工場で集団的に働く従属的労働者」をモデルとして形成されたとい
う経緯をもっている（AGRIETTA [1976], BOYER [1986],  水町［2008：9-18］ ） 。な
かでもその嚆矢となった労働時間法制は、集団的に働く工場労働者を念頭に置き
ながら定型的な規制を課す（例えば 1 日 8 時間・週 48 時間労働で 1 日の労働の
間に 45 分の休憩を全員に一斉に付与することを原則とする）という性質をもつ
ものであった1。 
                                                  
1 19 世紀には、イギリスの 1802 年工場法（もっとも 1802 年法は教区徒弟の悪
疫からの保護という旧救貧法的性格をもあわせもつものであり、工場労働の悲惨
な状態を公的に規制する近代的工場法の原型を完成させたのは 1833 年法であっ
た（戸塚［1966：242-271］ ） ） 、ドイツ（プロイセン）の児童労働保護に関する






は、1911 年の工場法で初めて女性や年少者（ 「保護職工」 ）を対象とした労働時間
規制が定められ（渡辺［2007：101-110］ ） ，その後労働者一般を対象とした労働
時間等の規制が定められたのは， 第２次大戦後 （1947 年労働基準法） であった （日
本の労働法制の歴史的経緯・展開については、野川［2007：40-51］参照） 。 
  アメリカでは、 1840 年代から州レベルで年少者や女性の労働時間を規制する法
律が定められていた（代表例は 1842 年マサチューセッツ州法）が、南北戦争後









1.2  日本固有の課題―長時間労働問題 




                                                                                                                                                  
セス（契約の自由）の保障も含まれると解釈されるようになり、これらの労働者
保護立法は契約当事者の自由を侵害するゆえに違憲無効であるとの連邦最高裁判
決が、19 世紀末以降相次いで出された（その代表例が 1905 年の Lochner 事件判
決（Lochner v. New York, 198 U. S. 45 (1905） ）である） 。この連邦最高裁の保
守的性格が覆され（例えば 1937 年 Jones & Laughlin 事件判決（NLRB v. Jones 
& Laughlin Steel Co., 301 U. S. 1（1937） ） ） ，労働者保護立法の合憲性が広く認
められるようになったのは、最低賃金や時間外労働賃金等の一般的な規制を定め
た公正労働基準法 （連邦法） が制定され （1938 年） 、 Darby 事件判決 （United States 
v. Darby, 312 U. S. 100 (1941） ）でその合憲性が承認された（1941 年） 、1930 年
代後半以降のことである（その背景にあるアメリカ法思想の転換については、ホ
ーウィッツ［1996］参照） 。 
























  1.3  改革の模索―2006 年厚生労働省研究会報告書 
  このような状況のなかで、 長時間労働問題 （ひいては労働者の健康確保問題）
への法的な対応を図るとともに、労働実態の多様化に対応するための法の整備
を図ることが重要な政策課題となっている。 
                                                  
4  例えば、 2004 年に実施した労働者アンケート調査により日本における長時間労
働の実態を明らかにしたものとして労働政策研究・研修機構 ［2005a］ 、 総務省 「社





6  年休の取得日数・取得率（平均）は、2007（平成 19）年現在 8.2 日・46.7％と
なっており、1995 年の 9.5 日・55.2％以降、減少・低下傾向が続いている（厚生
労働省「就労条件総合調査」 （旧「賃金労働時間制度等総合調査」 ） 。  5
2006 年１月に出された厚生労働省 「今後の労働時間制度に関する研究会」 （座
長：諏訪康雄教授）報告はこれらの課題に応えるための提言を行ったが、その
提案の多くは 2008 年労働基準法改正には盛り込まれなかった。労基法改正で
とられた方策は、月 60 時間を超える時間外労働についての割増賃金の 25％か
ら 50％への引き上げ （労基法 37 条 1 項・3 項） 、 時間単位の年休付与の許容 （39
条 4 項）の 2 点であり（2010 年 4 月施行） 、問題の根本的解決にはなお遠い状
況にある。 
 





2.1  長時間労働問題への対応 
  健康確保のための労働時間規制―最長労働時間、休息時間の保障など 
  労働時間に対する法規制の 1 つの大きな目的は、労働者の健康確保にある。し





 第 1 に、法定労働時間とは別に、時間外労働を含む労働時間の上限としての最
長労働時間を設定することである。最長労働時間の長さについては、①週 48 時
間（EU の労働時間指令〔93/104/EC〕の原則〕 、②週 60 時間（EU の最長労働時
間の例外として位置づけられているイギリスのオプトアウト等の上限として提案
されている時間〔濱口［2009a：71-75］ 〕 ） 、③月 251 時間（1 か月〔30 日〕の時
間外労働を 80 時間 〔日本の過労死の労災認定基準である平成 13･12･12 基発 1063
号参照〕として計算したもの）などの選択肢が考えられよう。 
 第 2 に、前日の労働終了時刻から当日の労働開始時刻までの間の労働解放時間
として保障される休息時間を設定することである。EU の労働時間指令は、１日
11 時間の休息時間の保障を定めている。日本の現在の労働実態からすれば１日 6
11 時間はかなり厳しい基準であるといえるが、 他方で、 日本の （特に大都市部の）
通勤時間が相対的に長く、長時間労働とあいまって労働者の睡眠時間が減少する
傾向にあることを考慮すると、労働者の休息時間として 1 日 11 時間程度の保障
が必要ともいえる。なお、情報通信産業・情報サービス産業等の産業別労働組合
である情報労連では、使用者との協定により、10 時間の休息時間を保障する「勤






では労基法 38 条 1 項）を見直すことも課題となる。少なくとも労働者の健康確
保のための法規制については、 労働時間の通算制を実効性あるものとするために、
他事業場での労働時間の申告制などの整備を図るべきである。 




ワーク・ライフ・バランスのための法規制としては、第 1 に、週休 2 日制を保
障すること、第 2 に、年休の完全付与を実現することが挙げられる。これらの点
は、政府の経済財政諮問会議労働市場制度改革専門調査会の第 1 次報告（2007








                                                  









2.2  労働実態の多様化への対応―適用除外と裁量労働制の整理・再編 
現行制度の問題点 
現行の管理監督者の適用除外制度（労基法 41 条 2 号）は、その法律規制のあ
り方が簡略・不明確でありすぎるため、法と実態の乖離を生み、いわゆる「名ば
かり管理職」の問題を発生させている。他方で、労働時間制度を柔軟化するため
に導入された裁量労働制度（特に企画業務型裁量労働制度（労基法 38 条の 4） ）
は、労使委員会を設置して委員の 5 分の 4 以上の多数による決議をし、その決議
事項として、健康確保措置および苦情処理措置を講じ、労働者の個別同意を得る
必要があることが求められているなど、法律規定や要件が複雑すぎて実務上使い








要件、 適用除外されるにふさわしい処遇を受けているという処遇要件） 、 ②労働者





って多様な実態に応じた柔軟な対応 ・ 決定ができるようにすることが重要である。 8




























                                                  






３  改革の視点 
  これらの労働時間法制改革を実現していくためには、2 で述べた具体的な制度
設計の検討と並んで、広く視野に入れておくべき重要な課題がある。 
  3.1  他の諸制度との有機的連携 











  3.2  背景にある日本的なシステムとの関係 
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